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日本教育行政学会第 50 回大会の開催にあたって 

 

 

 日本教育行政学会第50回記念大会をきたる10月9日〔金〕から11日〔日〕の3日間、名古屋大学

（東山キャンパス）を会場に下記の要領で開催させていただきます。節目となる記念大会を本学

で開催する運びとなりましたことをたいへん光栄に存じます。 

 大会2日目の午後には学会創立50周年記念公開シンポジウム「教育と国家：統治構造の変容と

教育行政学研究の課題」を開催いたします。本シンポジウムは、本学会の常任理事会が企画と運

営を担当します。シンポジアストとして、山下晃一会員（神戸大学）、貞広斎子会員（千葉大学）、

沖清豪会員（早稲田大学）にご登壇いただきます。地方分権改革による国と地方の役割変容をど

うとらえるのか、グローバリゼーションの進展のなか国際機関の国内教育政策への影響力の増加

をどうみればよいのかなど、教育と国家の関係性をより現代的な観点からとらえなおし、これま

での教育行政学研究の蓄積と成果をふまえつつ今後の研究課題を確かめる場としたいと思いま

す。大会3日目の午後には、本学会研究推進委員会による「地方教育行政法の改正と教育行政の

自律性・専門性」及び「『チーム学校』のポリティクスと連携・協働の在り方」の2つの課題研

究の報告が行われます。概要は本プログラムに掲載してございます。自由研究発表には、55件の

申し込みをいただき、2日目（10日〔土〕）及び3日目（11日〔日〕）のそれぞれ午前中に13分

科会を設定させていただきました。活発な議論と研究交流をお願いしたく存じます。 

 また、今年度大会でも、前年度大会に引き続いて大会1日目の9日〔金〕の夕方に特別企画「新

しい教育委員会制度と保護者・住民の教育統治能力をめぐる課題と可能性」を設けました。本企

画は坪井由実会長を中心に準備を進めていただいたものです。 

 何分にも大会運営に不慣れゆえ、十分に行き届かない点も多々あろうかと存じますが、大会実

行委員一同、精一杯努めさせていただきたいと存じます。多くの会員に参加いただき、皆様の活

発な議論によって、実り多い有意義な大会としていただきますようお願い申し上げます。 

 名古屋·東山の地で会員の皆様にお目にかかれるのを楽しみにしております。 

 

 

第 50 回大会実行委員会 

委員長 中 嶋 哲 彦 

  



 
 

大 会 案 内 
 

1. 日程・会場 

［第１日 １０月９日（金）］  

12:30〜 大会受付 教育学部 1 階・玄関 

13:00〜14:45 年報編集委員会 教育学部 1 階・大会議室 

 国際交流委員会 教育学部 1 階・会議室 

 研究推進委員会 教育学部 1 階・小会議室 

 50 周年記念出版事業編集委員会 文系共同館 2 階・G 演習室 

14:50〜15:00 常任理事会 教育学部 1 階・小会議室 

15:10〜17:00 全国理事会 教育学部 1 階・大会議室 

17:10〜19:30 特別企画 教育学部 2 階・大講義室 

 

［第２日 １０月１０日（土）］  

8:30〜 大会受付 教育学部 1 階・玄関 

9:00〜11:50 

 

自由研究発表１ 教育学部 1 階・第１講義室 

自由研究発表２ 教育学部 1 階・第 2 講義室 

自由研究発表３ 文系共同館 1 階・文学部 2A 講義室＋2B 講義室 

自由研究発表４ 教育学部 2 階・第 3 講義室 

自由研究発表５ 教育学部 2 階・大講義室 

 自由研究発表６  文系共同館 2 階・E 演習室＋F 演習室 

 自由研究発表７  文学部 2 階・237 講義室 

12:00〜12:45 公開シンポジウム打ち合わせ 教育学部 1 階・会議室 

13:00〜16:00 公開シンポジウム 経済学部 2 階・カンファレンスホール 

16:15〜17:15 総会 経済学部 2 階・カンファレンスホール 

18:00〜20:00 懇親会 南部食堂 

 

[第３日 １０月１１日（日）] 

8:30〜  教育学部 1 階・玄関 

9:00〜11:50 自由研究発表８ 教育学部 1 階・第１講義室 

自由研究発表９ 教育学部 1 階・第 2 講義室 

自由研究発表１０ 教育学部 2 階・第 3 講義室 

自由研究発表１１ 教育学部 2 階・大講義室 

自由研究発表１２ 文系共同館 2 階・E 演習室＋F 演習室 

自由研究発表１３ 文学部 2 階・237 講義室 



 
 

12:00〜12:45  課題研究 I・II 打ち合わせ 教育学部 1 階・会議室／大会議室 

13:00〜16:00 課題研究 I 教育学部 2 階・大講義室 

課題研究 II 文学部 2 階・237 講義室 

※ 大会 2・3 日目には、会員控室を「文系共同館 2 階・G 演習室」に設けておりますので、ご利

用ください。 

※ 大会本部は、教育学部 1 階小会議室に設けております（大会 2・3 日目のみ）。 

 

2. 大会参加確認ハガキ 

 大会プログラム同封の出欠票ハガキを、9 月 25 日（金）必着でご返送下さい。 

 

3. 受付 

10 月 9 日（金）は 12 時 30 分から、10 月 10 日（土）及び 11 日（日）は 8 時 30 分から教育

学部 1 階玄関にて受付を行います。 

 

4. 大会参加費・懇親会費 

大会参加費は、正会員（含・臨時会員）は 5,000 円、学生会員（含・学生の臨時会員）は 3,000

円です。懇親会費は、正会員（含・臨時会員）は 4,000 円、学生会員（含・学生の臨時会員）は

3,000 円です。会員以外の方の特別企画、公開シンポジウムのみの参加は無料です。 

 

5. 昼食 

 10 月 10 日（土）は南部食堂（１階 Mei-dining）が営業しておりますのでご利用ください。11 日

（日）は大学内の食堂は営業しておりません。大会実行委員会ではお弁当をご用意しませんので、

参加者各自でご用意ください。 

 会場近辺には、地下鉄名古屋大学駅 3 番出口近くと教育学部西側にそれぞれファミリーマート

がございます。山手通り沿い（学外）にいくつか飲食店がございますが、会場からは距離があり

ますので、ご注意ください。 

 

6. 自由研究発表要領 

 発表時間 

 個人研究発表：発表 20 分、質疑 5 分（計 25 分） 

＊口頭発表者が 1 名の共同研究の発表を含む 

 共同研究発表：発表 40 分、質疑 10 分（計 50 分） 

 各会場とも、個別の発表・質疑の終了後に、40 分間の全体討議の時間を設けます。 

 共同研究における○印は口頭発表者を示すものです。 

 発表資料は各自 70 部をご用意いただき、大会当日ご持参下さい。事務局でのお預かりや当

日会場での印刷は受け付けておりません。ご了承下さい。 

 プロジェクターをご利用の場合は、コンピュータをご持参ください。各会場には、プロジェ

クター、スクリーン、標準的なミニD-Sub15ピンを装備したケーブルを用意します。Macな



 
 

どのPCをご使用の場合は、ミニD-Sub15ピン端子に接続可能な変換アダプタなど、必要な

機材をご持参ください。なお、各会場において開始20分前より接続のテストができるように

しておきます。発表者の責任において接続の確認をしてください。 

 会場に、学外者が利用できるインターネット設備はありません。 

 発表者がやむを得ない理由により欠席する場合には、速やかに大会実行委員会までご連絡く

ださい。なおこの場合、発表時間・発表順序の繰り上げは行わず、司会者の判断により、休

憩または討議の時間にあてます。 

  

  



 
 

交 通 の ご 案 内 

○キャンパスの詳細な地図・アクセスにつきましては、ウェブサイトの情報をご確認下さい。 

                    http://www.nagoya-u.ac.jp 

○最寄り駅：名古屋市営地下鉄・名城線 名古屋大学駅  

 

 ※ 名古屋大学駅「一番出口」より地上に上がり、右手方向（「附属図書館」方面）に直進し

てください。「附属図書館」南側を左に曲がり、つきあたり（「南部食堂」）までお進みく

ださい。つきあたりを左に曲がると教育学部１階玄関（大会受付）です。詳細は下記キャン

パスマップの誘導矢印をご参照ください。 

名古屋大学（東山キャンパス・文系地区）キャンパスマップ  

 



 
 

大会会場建物配置図 

 

教育学部・文系共同館（大会受付、特別企画・自由研究発表・課題研究・理事会等会場） 

 

 

経済学部カンファレンスホール（学会創立 50周年記念公開シンポジウム会場） 

   

  

カンファレンスホール 

（経済学部 2階） 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

大会１日目 

10月 9日（金） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



 
 

10月 9日（金）     17:10〜19:30 

教育学部 2階・大講義室 

特別企画 

新しい教育委員会制度と保護者・住民の教育統治能力をめぐる課題と可能性 
―「学習環境調査」に基づく学校づくり／自治体教育行政改革の試み― 

【司会】 

 

日永龍彦（山梨大学） 

渡部昭男（神戸大学） 

 

【報告者】 

１．永江多輝夫（鳥取県西伯郡南部町教育委員会教育長）・田丸睦悌（南部町立法勝寺中学校長） 

  ・野口高幸（南部町立西伯小学校長） 

       学校運営協議会制度を活用した新しい学校づくり 10 年の歩み 

        ―協力・支援から協働・参画へ― 

 

２．坪井由実（愛知県立大学）・宮田延実（愛知みずほ大学）・藤岡恭子（鈴鹿大学短期大学部） 

  ・倉島芳彦（愛知県立大学大学院・院生） 

      学習環境調査票の開発研究 

―一人ひとりの自己統治から組み立て直す自治体教育行政改革推進プログラム― 

 

【趣 旨】 

新しい教育委員会制度がスタートした。振り返ってみると、改革論議のきっかけは、いじめによ

る自殺など子どもと学校をめぐる深刻な問題状況にあった。しかし、住民代表性を備えているとは

いえ、学校からは遠い存在の首長が教育長を選び、教育振興施策の大綱を策定、実施していけば、

子どもの発達をめぐる危機が改善されていくと考える人は少ないだろう。国家の公教育に対する不

当な支配を排除しつつ、それぞれの教育委員会は首長とともに、学校（教職員）の保護者・住民に

対する直接責任原理を具体化し、どのように学校を再生していくかを真剣に模索、探求している。

保護者・住民一人ひとりが、子育て・教育を共同して推し進めていく力量（ガバナビリティ）が問

われている。どの教科書を採択するのか、学力テストで教育の成果を本当に示すことができるのか。

教育委員会制度は、保護者・住民が教職員とともに学校を自治していく力を不断に高めていく方策

を欠いては、到底維持、発展させていくことはできない。 

今年度の特別企画は、こうした問題状況を直視し、昨年度から、本学会常任理事を中心に組織し

た共同研究「地方教育行政組織改革と『共同統治』に関する理論と実践の総合的研究」（科研基盤研

究Ｂ 2014～2016 年度 代表：坪井）のうち、特に「学習環境調査票の開発研究」の予備調査結果を

踏まえて発表する。まず、この予備調査にもご協力いただいた鳥取県南部町における「地域協働学

校」の 10 年間の実践を、永江多輝夫教育長等によりご報告いただく。続いて、学習環境調査票の開

発をめざして、1 年間にわたり取り組んできた X 県 A 町教育委員会と科研チームとの「研究連携協

定書」に基づく共同研究のなかで明らかにできた学習環境（学校風土）の特徴を明らかにし、今後

このデータをもとにどのような教育行政改革を推進していくことが可能であるのか、本学会員が中

心となり報告する。学習環境調査では、「成績（学力）」、「教職員による支援」「市民性」「公平・平



 
 

等性」「協働性」「親子のコミュニケーション」「親の来校」「地域とのかかわり」などの因子（構成

概念）を抽出した。これを構造方程式モデリングによる解析により、それぞれの関係構造を提示し、

当事者の話し合いの公共空間を学校内外で組織していく。さらに、教育委員会関係者の参加も得て

教育タウンミーティングを開催し地域教育計画を策定していくことなどをプログラム化した。この

中には、昨年度の 2 つの実践報告（高知市の開かれた学校づくりとチャレンジ塾などの学力向上政

策、および長野県駒ケ根市の子ども課設置 10 年の取り組み）にも学んで作成した、9 項目にわたる

「開かれた学校づくり／自治体教育行政改革推進プログラム」も組み込まれている。 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

大会２日目 

10月 10日（土） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



 
 

10月 10日（土） 9:00～11:50 

教育学部 1階・第 1講義室 

自由研究発表１ 

【司会】 宮腰英一（東北大学） 

中田康彦（一橋大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

英国における学校理事全国組織（National Governors' Association）の活動と機能 

○仲田康一（常葉大学） 

 

・9:30～9:55 

自律的公設学校の英米比較 

○中島千惠（京都文教大学） 

 

・9:55～10:20 

失敗自治体の教育再生 

―ロンドン・ハックニー区の教育改革手法― 

◯広瀬裕子（専修大学） 

 

・10:20～10:45 

英国における新たな学校ガバナンスの台頭と課題 

○清田夏代（南山大学） 

 

・10:45～11:10 

イギリスにおける学校間連合による地方教育行政改革 

 ―Teaching Schoolを事例として― 

○植田みどり（国立教育政策研究所） 

 

・11:10～11:50 

全体討議 

 

 

 

 

 



 
 

10月 10日（土） 9:00～11:25 

教育学部 1階・第 2講義室 

自由研究発表２ 

【司会】 大橋基博（名古屋造形大学） 

荻原克男（北海学園大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

近代日本の青年教育の遺産と現代中等教育の課題 

―小中一貫教育批判のために― 

○三羽光彦（芦屋大学） 

 

・9:30～9:55 

教育条件基準法案の立案過程に関する研究 

―教育刷新審議会第 18特別委員会を中心に― 

○宮澤孝子（東京学芸大学大学院・院生） 

 

・9:55～10:20 

占領政策期における教職員身分法案に関する労働運動史的研究 

○高木加奈絵（東京大学大学院・院生） 

 

・10:20～10:45 

1953（昭和 28）年「義務教育学校職員法案」の検証 

―石川二郎旧蔵資料をてがかりに― 

○江口和美（早稲田大学大学院・院生） 

 

・10:45～11:25 

全体討議 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

10月 10日（土） 9:00～11:50 

文系共同館 1階・文学部 2A講義室＋2B講義室 

自由研究発表３ 

【司会】 藤原文雄（国立教育政策研究所） 

武者一弘（中部大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

市町村費負担教職員雇用の先進事例研究 

―1970年代末の旧 A町議会の関連資料に基づいて― 

○阿内春生（福島大学） 

 

・9:30～9:55 

市町村合併と公立小学校の統廃合との関係性の分析 

○宮﨑悟（国立教育政策研究所） 

 

・9:55～10:20 

学校改善のための学校予算・財務の制度設計 

―イギリス教育財政制度からの検討― 

○末冨芳（日本大学） 

 

・10:20～11:10 

教育事務所統廃合と地方教育行政の変容 

○川上泰彦（兵庫教育大学） 

○小川正人（放送大学） 

○植竹丘（日本教育大学院大学） 

○櫻井直輝（東京大学大学院・院生 

       /日本学術振興会特別研究員） 

○本多正人（国立教育政策研究所） 

○村上祐介（東京大学） 

○島田桂吾（静岡大学） 

 

・11:10～11:50 

全体討議 

 

 



 
 

10月 10日（土） 9:00～11:50 

教育学部 2階・第 3講義室 

自由研究発表４ 

【司会】 古賀一博（広島大学） 

北野秋男（日本大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

米国の個人主義・進歩（革新）主義・専門職と行政官僚制の関係 

―学校保健主事配置に焦点をあてて― 

○西東克介（弘前学院大学） 

 

・9:30～9:55 

米国テネシー州の学校改善にみる学力測定結果の活用状況と課題 

―“駆動因”としての Value-Added Assessmentの可能性― 

○小島倫世（神戸大学大学院・院生 

       ／日本学術振興会特別研究員） 

 

・9:55～10:45 

公立学校の多様化とアカウンタビリティ政策の展開 

―ワシントン D.C.を事例として― 

○吉良直(日本教育大学院大学) 

○金子友紀(東京大学大学院・院生) 

○宮口誠矢(東京大学大学院・院生) 

○堀ひかり(東京大学大学院・院生) 

○大桃敏行(東京大学) 

 

・10:45～11:10 

米国大学院における教育改革の展開 

―大学院協議会（CGS）によるプロジェクトの形成と支援― 

○柴恭史（京都大学） 

 

・11:10～11:50 

全体討議 

 

 

川口 洋誉
■

川口 洋誉

川口 洋誉

川口 洋誉

川口 洋誉

川口 洋誉

川口 洋誉
■

川口 洋誉
■

川口 洋誉

川口 洋誉

川口 洋誉



 
 

10月 10日（土） 9:00～11:25 

教育学部 2階・大講義室 

自由研究発表５ 

【司会】 高見茂（京都大学） 

貞広斎子（千葉大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

公立小中学校教員の離職要因分析 

―離職志向を用いた離職要因の探索的研究― 

○武藤龍一郎（愛知産業大学三河高等学校） 

 

・9:30～9:55 

キー・コンピテンシーが社会関係資本の醸成に及ぼす効果 

―学習の社会的成果（Social Outcomes of Learning）についての検討― 

○露口健司（愛媛大学） 

 

・9:55～10:20 

親の学校参加と子どもの学力 

○山下絢（日本女子大学） 

 

・10:20～10:45 

初任教員のストレスと適応感 

―パネルデータを用いた校種間比較― 

○波多江俊介（熊本学園大学） 

○川上泰彦（兵庫教育大学） 

○妹尾渉（国立教育政策研究所） 

○澤野幸司（宮崎県教育研修センター） 

 

・10:45～11:25 

全体討議 

 

 

 

 

 



 
 

10月 10日（土） 9:00～11:25 

文系共同館 2階・E演習室＋F演習室 

自由研究発表６ 

   【司会】 福本みちよ（東京学芸大学） 

片山信吾（名城大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

高校生の中途退学防止に関する考察 

―教育委員会の取り組み事例― 

○岩崎保道（高知大学） 

 

・9:30～9:55 

教育行政の役割としてのいじめ対策 

―新地方教育行政法を視点に― 

○渡邉志織（事業創造大学院大学 

       ／新潟大学大学院・院生） 

 

・9:55～10:20 

学校事務の共同実施の検討 

―先進地に見る成功要因分析― 

○神保京子（九州大学大学院・院生 

       ／熊本県立宇土中学校・宇土高等学校） 

 

・10:20～10:45 

一部事務組合における実効性のある教育事務の共同処理 

―栃木県芳賀地区の事例から― 

○牧瀬翔麻（筑波大学大学院・院生） 

 

・10:45～11:25 

全体討議 

 

 

 

 

 



 
 

10月 10日（土） 9:00～11:50 

文学部 2階・237講義室 

自由研究発表７ 

【司会】 勝野正章（東京大学） 

佐藤晴雄（日本大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

パートナーシップによる社会教育事業の可能性と課題 

―尼崎市「みんなのサマーセミナー」を事例として― 

○佐藤智子（東京大学） 

 

・9:30～9:55 

教育政策形成への市民参加に関する方法論的研究２ 

―社会教育施設改修計画への市民参加の事例から― 

○米岡裕美（埼玉医科大学） 

 

・9:55～10:20 

子どもの放課後支援事業の施設間比較 

―放課後子どもプラン指導員へのヒアリング調査をもとに― 

○鈴木瞬（環太平洋大学） 

 

・10:20～10:45 

教育イノベーション・クラスターによる新しい官民連携と教育におけるイノベーション 

○古田薫（兵庫大学） 

 

・10:45〜11:10 

若年労働市場と教育行政 

―最近 10年間の労働法制改正に着目して― 

○窪和広（日本大学大学院・院生） 

 

・11:10～11:50 

全体討議 

 

 

 



 
 

10月 10日（土）  13:00～16:00 

経済学部 2階・カンファレンスホール  

 

学会創立 50周年記念公開シンポジウム 

教育と国家：統治構造の変容と教育行政学研究の課題 

  

 

 

【報告者】 

1. 山下晃一（神戸大学）  教育行政学の観点から 

 

2. 貞広斎子（千葉大学）  教育財政学の観点から 

 

3. 沖 清豪（早稲田大学） 高等教育行政研究の観点から 

 

 

【趣 旨】 

本学会は創立 50 周年を迎える。この間、戦後型行政システムの制度疲労が指摘され、規制改

革と分権改革が進められてきた。前者は事前規制の緩和による供給主体の多様化、主体間の競

争と協働とともに、事後規制の仕組みとしての各種の評価制度の整備を伴うものであった。事

前規制から事後規制への転換とされるものであるが、評価のためには事前の基準の明確化や目

標の設定が必要であり、事前規制の強化という側面もみられる。また、評価は成果主義と結び

つき、成果に対して厳しいアカウンタビリティが求められることにもなった。分権改革におい

ては、国から地方へという地方分権とともに、行政機関から学校へという学校の自主性・自律

性の確立が改革のスローガンとされた。地方分権については一定の成果がみられるが、学校の

自主性・自律性の確立はいまだにその実態がみえにくい。その一方で、責任体制の強化の観点

から実施機関内における集権化もみられる。さらに、グローバリゼーションの進展は、国際機

関の国内政策への影響を強めることにもなった。OECD におけるテストの開発と実施が国内政

策に強い影響を与えているのはその例である。 

このような統治構造の変容のなかで、学会創立 50 周年の節目にあらためて教育と国家との関

係を問い、教育行政学研究の課題について検討することとしたい。今日の改革を表すのにガバ

ナンスという言葉も用いられている。ガバナンスは「協治」「共治」とも訳されることから、社

会の舵取りや公共財の供給における多様なアクターの活動が前提とされ、ガバメントの役割を

相対化しようとする視点も示されている。しかし、実際には国家作用の一つである行政の役割

は、以上のような統治構造の変容のなかでむしろ強まってきているようにもみえる。本シンポ

ジウムにおいては、教育行政学、教育財政学、高等教育行政研究の観点から教育行政学研究の

課題を提起していただき、それにもとづき検討を行う。 

川口 洋誉
【司会】 大桃敏行（東京大学）
　　　　 本図愛実（宮城教育大学）　　　

川口 洋誉



 
 

10月 10日（土）  

 

 
 

総会 
  

  ＜総会のご案内＞ 

◆日 時 ： １０月１０日（土）１６時１５分～１７時１５分 

◆会 場 ： 経済学部 2階・カンファレンスホール 

 

  

 

 
 

懇親会 
  

＜懇親会へのお誘い＞ 

  ◆日 時 ： １０月１０日（土）１８時００分～２０時００分 

   

  ◆会 場 ： 南部食堂 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大会３日目 

10月 11日（日） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



 
 

10月 11日（日） 9:00～11:25 

教育学部 1階・第 1講義室 

自由研究発表８ 

【司会】 窪田眞二（筑波大学） 

米澤彰純（名古屋大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

現代中国における小中学校教員研修国家プロジェクトに関する研究 

―教師教育専門化の教育理念を踏まえた政策と取組みに着目する― 

○張揚（北海道大学） 

 

・9:30～10:20 

民営初等教育の質保証政策に関する比較研究 

―アジア・アフリカにおける事例から― 

○渋谷英章（東京学芸大学）          

○古川和人（東京女子体育大学） 

 

・10:20～10:45 

タイ人高校生にみる日本留学へのニーズとその背景 

―留学生政策への提言に向けて― 

○富田紘央（東海大学） 

○望月太郎（大阪大学） 

 

・10:45～11:25 

全体討議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

10月 11日（日） 9:00～11:25 

教育学部 1階・第 2講義室 

自由研究発表９ 

【司会】 大谷奨（筑波大学） 

山村滋（大学入試センター） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

学校間接続と選抜に関する一考察 

―ドイツの基礎学校と中等教育段階の事例を中心に― 

○坂野慎二（玉川大学） 

 

・9:30～9:55 

臨教審の再検討 

―現代日本の教育改革はそこから始まったとする（通）説への疑問― 

○荻原克男（北海学園大学） 

 

・9:55～10:45 

中高一貫教育制度化の政策過程 

○渡辺恵子（国立教育政策研究所） 

○本多正人（国立教育政策研究所） 

○山田素子（国立教育政策研究所） 

○西村吉弘（国立教育政策研究所） 

・10:45～11:25 

全体討議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

10月 11日（日） 9:00～11:50 

教育学部 2階・第 3講義室 

自由研究発表１０ 

【司会】 梅澤収（静岡大学） 

本図愛実（宮城教育大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

米国における教師教育改革の評価に関する考察 

―ウィスコンシン州を事例に― 

○成松美枝（聖隷クリストファー大学） 

 

・9:30～9:55 

英国における教員養成の質保証に関する予備的考察 

―'School Direct'に注目して― 

○山崎智子（福井大学） 

 

・9:55～10:20 

養護教諭の教職キャリアに関する検討Ⅰ 

○高木亮（就実大学） 

 

・10:20～10:45 

高大接続を担う教員養成の課題と可能性 

―AP(Advanced Placement)と CAP(Chinese Advanced Placement)に着目して― 

○郭暁博（京都大学大学院・院生） 

 

・10:45～11:10 

宮崎県における教職員の資質向上の取組 

○押田貴久（宮崎大学） 

 

・11:10～11:50 

全体討議 

 

 

 

 



 
 

10月 11日（日） 9:00～11:50 

教育学部 2階・大講義室 

自由研究発表１１ 

【司会】 大桃敏行（東京大学） 

横井敏郎（北海道大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

アメリカ合衆国における非就学型教育への公的支援の動向 

―アリゾナ州 ESAプログラムを事例として― 

○西村史子（共立女子大学） 

 

・9:30～9:55 

英国障害児教育における教員の役割 

○飯田明葉（東北大学大学院・院生） 

 

・9:55～10:20 

特別支援教育をめぐる教育政策の分析状況 

○谷村綾子（千里金蘭大学） 

 

・10:20～10:45 

不登校支援にフリースクールが果たす役割の変容 

○武井哲郎（びわこ成蹊スポーツ大学） 

 

・10:45～11:10 

スクールソーシャルワーカー活用事業の政策形成過程に関する研究 

―「政策の窓」モデルの適用― 

○大崎広行（目白大学） 

 

・11:10～11:50 

全体討議 

 

 

 

 

 



 
 

10月 11日（日） 9:00～11:50 

文系共同館 2階・E演習室＋F演習室 

自由研究発表１２ 

【司会】 佐藤修司（秋田大学） 

元兼正浩（九州大学） 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

後期中等・高等教育における「無償教育の漸進的導入」の原理と具体策に係る総合的研究 

―（１）研究構想を中心に― 

○渡部昭男（神戸大学） 石井拓児（名古屋大学）  

○川口洋誉（愛知工業大学） 田中秀佳（名古屋経済大学）  

○日永龍彦（山梨大学） 望月太郎（大阪大学）  

○米津直希（稚内北星学園大学） 渡部（君和田）容子（東京医療保健大学） 

 

・9:30～9:55 

韓国における国立大学会計制度の成立過程に関する研究 

○宋善英(韓国大学教育協議会 

    ／高等教育研究所政策研究チーム主任研究員) 

○梁鎬錫(九州大学大学院・院生) 

 

・9:55～10:20 

私立高等学校等に対する私学助成政策の政治過程に関する研究 

―埼玉県私立学校助成審議会の導入経過とその運用を事例として― 

○木村康彦（早稲田大学大学院・院生 

       ／日本学術振興会特別研究員） 

 

・10:20～10:45 

都道府県における高等学校財政制度に関する研究 

○小早川倫美（鳥取短期大学） 

 

・10:45～11:10 

公立高等学校の財源保障 ―地方交付税の算定と県予算― 

○小入羽秀敬（広島大学） 

 

・11:10～11:50   

全体討議 



 
 

10月 11日（日） 9:00～11:50 

文学部 2階・237講義室 

自由研究発表１３ 

【司会】 髙橋寛人（横浜市立大学） 

木岡一明（名城大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

制度移行期における「新教育長」任用の分析 

○本田哲也（東京大学大学院・院生 

       ／日本学術振興会特別研究員） 

 

・9:30～9:55 

市町村長による県立高校教育政策への関与の実態 

―鹿児島県を事例として― 

○栗原真孝（鹿児島純心女子大学） 

 

・9:55～10:45 

都道府県による小規模自治体の学校指導体制の強化に関する考察 

―静岡県教育委員会による指導主事派遣の取組― 

○島田桂吾（静岡大学） 

○仲田康一（常葉大学） 

○林剛史（静岡県教育委員会） 

 

・10:45～11:10 

学校評価結果の人事施策への活用から見た学校評価と教員評価の関係 

―市区町村教育委員会調査の分析― 

○金森一郎（筑波大学大学院・院生） 

 

・11:10～11:50 

全体討議 

 

 

 

 

 



 
 

10月 11日（日） 13:00～16:00 

教育学部 2階・大講義室 

課題研究Ⅰ 
 

地方教育行政法の改正と教育行政の自律性・専門性 

【司会】 

  

渡辺恵子（国立教育政策研究所） 

川上泰彦（兵庫教育大学） 

 

【報告者】 

1. 伊藤学司（長野県教育長） 

       地方教育行政の変容と教育長に求められる資質能力 

―主に都道府県レベルの教育行政に着目して― 

2. 武者一弘（中部大学） 

       市町村教育委員会の自律性を支えるものとは何か 

―市町村教育委員会を対象として― 

3. 佐々木幸寿（東京学芸大学） 

       教育行政の自律性・専門性とは何か 

 

【趣 旨】 
 地方教育行政法が改正され、2015年度から新教育委員会制度が導入された。文部科学省の調査（「新教育委員

会制度への移行に関する調査」2015年6月現在）によれば、新教育長を「任命」が26／67都道府県・指定都市［39％］

および333／1,718市町村［19％］、総合教育会議を「既に開催」が同46［69％］および684［40％］である。全

国の約1,800の自治体においては、どのように新制度へ移行している／いくのであろうか。 

 教育委員会は合議制の行政委員会（執行機関）として存続したが、首長による新教育長の任命（議会同意）・

罷免、総合教育会議の設置・招集、教育大綱の策定等によって、首長の教育行政への関与が基本的には強められ

た。首長と教育委員会との関係が変化し、それによって教育行政の施策の立案や運営上の自律性にも大きな影響

を与えるものと考えられる（研究推進委員会企画（2015）『地方教育行政法の改定と教育ガバナンス――教育委

員会制度のあり方と「共同統治」』三学出版）。 

 地方教育行政法の改正後における教育ガバナンスの在り方を探る上で、首長と教育委員会との関係は実態とし

てどのように変化しているのか（変化していないのか）を確認し、その上で政治と教育の関係の在り方を検討す

ることが必要となる。特に、教育行政の固有性の問題を論じる際に重要な争点とされる教育行政の自律性・専門

性とは何かということについて、議論を深めていく必要があると考える。 

 本課題研究では、現在の長野県（教育長）をはじめ，広島県（元教育次長）、岩手県（元学校教育課長、文化

課長）など広く地方教育行政の現場において指導的な役割を果たすなど都道府県レベルにおける地方教育行政に

精通するとともに、文部科学省においても民主党政権、その後の自民党政権における国の教育行政にも関わって

来られた伊藤学司氏をお招きする。伊藤氏には、そのご経験と見識から、地方教育行政の変容と教育長に求めら

れる資質能力について、主に都道府県レベルの教育行政に着目してご報告をいただく。次に、武者一弘会員から、

市町村教育委員会の自律性を支えるものについて、これまで氏の研究成果等も踏まえて問題提起をいただく。そ

して、佐々木幸寿会員から教育行政の自律性・専門性について、論点整理を行っていただく。その上で、参加者

を交えて議論を深めたい。［＊科学研究費基盤研究(B)課題番号 26285179（研究代表者・坪井由実：H26-28）の研究を兼ねる］  



 
 

10月 11日（日） 13:00～16:00 

文学部 2階・237講義室 

課題研究Ⅱ 

「チーム学校」のポリティクスと連携・協働の在り方 

【司会】 

  

渡部昭男（神戸大学） 
山下晃一（神戸大学） 

【報告者】 

1. 安宅仁人（酪農学園大学） 

       教育行政・学校における多職種・多領域連携をめぐる理論的・実践的課題 

―日英の政策動向を踏まえて― 

2. 山野則子（大阪府立大学） 

包括的な子ども支援のプラットフォームとスクールソーシャルワーク 

―教育行政・学校への期待と課題― 

3. 安藤知子（上越教育大学） 

「チーム学校」による教育行政・学校における葛藤と教師役割の変容 

―連携・協働の在り方― 

【趣 旨】 

 中教審「チームとしての学校・教職員の在り方に関する作業部会」の議論を踏まえ、スクールカウンセラー

やスクールソーシャルワーカーの配置基準を明確にする方向に進んでいる。この動きは、学校を閉じたものにせ

ず、広く子どもの教育の拠点＝プラットフォームとするために、あらゆる専門家が関与・発言し、連携・協働し

ながら人間形成という共通の任務に従事していく必要があるとの教育観・学校観に立脚するものといえる。その

際、「学校の教職員構造の転換」がうたわれている。 

 連携・協働の発想はこれまでにもあった。しかし今日の状況は、これまで以上に多様な専門家が「チーム」と

して子どもの教育にあたることを要請している。その結果、学校現場においては「教師と○○」といった一対一

の連携論ではなく、より広範な多職種・多領域間の連携・協働の姿を描くことが必要となっている。しかし、「チ

ーム学校」を進める上で必要な人的・物的資源は十分なのか、各専門家の専門性とは何か、専門性の発揮の仕方

や職務管轄の範囲設定に関する「かしこいやりとり」は果たして可能なのか。連携・協働を支援するシステムや、

具体的な「チーム学校」とは一体どのようなものなのか。「チーム学校」によって、「子ども（の成長・発達）を

丸ごとみる」といった営みが本当に深まっていくのか、等々･･･。成功事例・困難事例にも目を向けながら、議

論を展開したい。 

 本課題研究では、日英の子ども・若者支援をめぐる行政組織間の調整協働を研究してきた安宅仁人会員から、

多職種・多領域連携をめぐるわが国の政策動向を読み解き、理論的・実践的な課題をまず提示していただく。次

いで、子ども・若者の包括的支援に向けて、スクールソーシャルワーカーの理論と実践を軸に積極的な活動を展

開されている山野則子氏から、専門職間の連携・協働の展望、教育行政や学校に対する期待や要望、課題等をご

提起いただく。そして、安藤知子会員から、現在のわが国の教師を取り巻く状況を踏まえた上で、「チーム学校」

が教育行政・学校現場にもたらす可能性や新たな困難・葛藤、教師役割の変容を見据えつつ、連携・協働の在り

方を探るための論点整理を行っていただく。 
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